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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第76期

中間連結会計期間
第77期

中間連結会計期間
第76期

会計期間
自　2023年４月１日
至　2023年９月30日

自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

自　2023年４月１日
至　2024年３月31日

売上高 （百万円） 158,787 179,729 345,369

経常利益 （百万円） 10,679 12,417 22,589

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 7,484 8,438 15,623

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 8,908 8,405 17,794

純資産 （百万円） 157,357 167,817 162,269

総資産 （百万円） 239,656 254,563 262,811

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 134.01 150.29 279.35

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） 132.71 148.30 276.42

自己資本比率 （％） 65.4 65.7 61.5

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 3,450 6,699 15,097

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 6,349 △5,899 △577

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △2,963 △3,041 △7,043

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 60,834 59,277 61,495

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日）等を当中間連

結会計期間の期首から適用しており、第76期中間連結会計期間及び第76期に係る主要な経営指標等について

は、当該会計基準等を遡及適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

＜概況＞

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用および所得環境の改善やインバウンド需要の拡大などにより個

人消費に持ち直しの動きが見られたものの、原材料価格の高騰をはじめとする物価上昇や為替の変動、ウクライナ

情勢の長期化や中東情勢の緊迫化などによる景気の下振れリスクもあり、依然として不確実性の高い状況が続きま

した。

当社グループの係わる電設資材業界は、物流コストや資材価格の上昇などの影響があったものの、大都市圏の再

開発や企業の設備投資需要を背景に底堅く推移しました。また、自社製品の係わる空調業界は、全国的な猛暑によ

り、ルームエアコンの出荷（国内560万台 前年同期比9.0％増）は好調に推移しました。

このような情勢のなか、当社グループは中長期的な経営戦略に沿って、重点施策を着実に推進するとともに、積

極的な営業活動を展開し、中間期決算として過去最高業績を更新しました。

 

経営成績に重要な影響を与えた要因は、次のとおりであります。

＜売上高＞

売上高は前年同期比で209億42百万円（13.2％）増加し、1,797億29百万円となりました。

電設資材事業は、電設資材全般において物流コストや原材料価格の高騰などによる販売価格の上昇が継続しまし

た。商品別では銅価格の高騰が電線ケーブル類の売上に大きく寄与したほか、西日本エリアにおける再開発や製造

業の設備更新などの大型物件向けに防災設備や受配電設備等の納入がありました。その結果、売上高1,187億５百万

円（前年同期比14.3％増）となりました。

産業機器事業は、人手不足に伴う省力化・自動化需要などを背景とした製造業における設備投資は底堅く推移し

ました。一方でコロナ禍の巣ごもり需要の反動減による半導体の在庫調整の影響が継続し、制御機器及び電子部品

の販売は減少しました。その結果、売上高180億18百万円（前年同期比6.7％減）となりました。

自社製品事業は、原材料価格をはじめ、製造や物流関連コストの上昇を背景として空調関連部材の価格改定を実

施しました。これに加え、ルームエアコンの出荷台数増加によって主力製品である被覆銅管や空調配管化粧カバー

「スリムダクトシリーズ」などの販売が好調に推移しました。その結果、売上高430億５百万円（前年同期比20.6％

増）となりました。

＜売上総利益＞

売上総利益は前年同期比で41億44百万円（15.2％）増加し、313億35百万円となりました。また、売上総利益率は

前年同期比で0.3ポイント上昇し、17.4％となりました。

＜販売費及び一般管理費＞

販売費及び一般管理費は前年同期比で21億17百万円（12.2％）増加し、195億９百万円となりました。これは主

に、人件費や荷造運賃の増加によるものであります。

＜営業利益＞

営業利益は前年同期比で20億26百万円（20.7％）増加し、118億26百万円となりました。また、売上高営業利益率

は前年同期比で0.4ポイント上昇し、6.6％となりました。

＜営業外損益＞

営業外収益は前年同期比で１億76百万円減少し、営業外費用は前年同期比で１億11百万円増加しました。これは

主に、前年同期の為替差益が差損に転じたことによるものであります。

＜特別損益＞

特別利益は前年同期比で２億93百万円減少しましたが、これは主に、前年同期に投資有価証券売却益を計上した

反動によるものであります。また、特別損失は前年同期比で１億71百万円増加しましたが、これは主に、自社製品

事業における売却予定資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額したことによるものであります。

＜親会社株主に帰属する中間純利益＞

親会社株主に帰属する中間純利益は前年同期比で９億54百万円（12.7％）増加し、84億38百万円となりました。

また、EPS（１株当たり中間純利益）は前年同期比で16円28銭（12.1％）増加し、150円29銭となりました。
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(2) 財政状態の分析

総資産は前連結会計年度末と比べ82億47百万円（3.1％）減少し、2,545億63百万円となりました。これは主に、

売上債権の減少によるものであります。負債は前連結会計年度末と比べ137億94百万円（13.7％）減少し、867億46

百万円となりました。これは主に、仕入債務の減少によるものであります。純資産は前連結会計年度末と比べ55億

47百万円（3.4％）増加し、1,678億17百万円となりました。この結果、自己資本比率は65.7％となりました。

(3) キャッシュ・フローの分析

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ22億

18百万円減少し、592億77百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞

営業活動の結果得られた資金は、66億99百万円（前年同期は34億50百万円）となりました。これは主に前連結会

計年度末に計上された買掛金などの支払に伴う仕入債務の減少（96億22百万円）、法人税等の支払（48億88百万

円）などがありましたが、前連結会計年度末に計上された売掛金などの回収に伴う売上債権の減少（142億34百万

円）、税金等調整前中間純利益の計上（122億43百万円）などがあったことによるものであります。

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞

投資活動の結果使用した資金は、58億99百万円（前年同期は63億49百万円の獲得）となりました。これは主に定

期預金の払戻（80億円）と預入（110億円）の収支や、投資有価証券の取得による支出（14億45百万円）などが

あったことによるものであります。

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞

財務活動の結果使用した資金は、30億41百万円（前年同期は29億63百万円）となりました。これは主に配当金の

支払（39億15百万円）などがあったことによるものであります。

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について、重要な変

更はありません。

(5) 研究開発活動

当中間連結会計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は５億48百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 152,920,000

計 152,920,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
　 （2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 56,420,000 56,428,500
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 56,420,000 56,428,500 － －

（注）　「提出日現在発行数」欄には、2024年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2024年４月１日～

2024年９月30日

（注）１

1,000 56,420,000 1 13,964 1 14,172

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．2024年10月１日から2024年10月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が8,500株、資

本金および資本準備金がそれぞれ12百万円増加しております。
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(5) 【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口)

東京都港区赤坂一丁目８番１号 7,836 13.90

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番１２号 3,073 5.45

NORTHERN TRUST CO. (AVFC)　
RE FIDELITY FUNDS
（常任代理人　香港上海銀行東
京支店　カストディ業務部）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14
5NT, UK
（東京都中央区日本橋三丁目１１番１号）

1,765 3.13

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町二丁目２番１号 1,596 2.83

STATE STREET BANK AND TRUST
COMPANY 505001
（常任代理人　株式会社みずほ
銀行決済営業部）

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1, BOSTON,

MASSACHUSETTS

（東京都港区港南二丁目１５番１号）

1,327 2.35

因幡電機従業員持株会 大阪市西区立売堀四丁目１１番１４号 993 1.76

STATE STREET BANK AND TRUST
COMPANY 505224
（常任代理人　株式会社みずほ
銀行決済営業部）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A.
（東京都港区港南二丁目１５番１号）

968 1.71

吉川　昌子 奈良県生駒市 805 1.42

JP MORGAN CHASE BANK 385781
（常任代理人　株式会社みずほ
銀行決済営業部）

25　BANK STREET, CANARY WHARF, LONDON,
E14 5JP, UNITED KINGDOM
（東京都港区港南二丁目１５番１号）

696 1.23

株式会社日阪製作所 大阪市北区曽根崎二丁目１２番７号 636 1.13

計 － 19,700 34.95

（注）１．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）及び株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式

数は、すべて信託業務に係る株式であります。

２．2023年12月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友信託銀行

株式会社及びその共同保有者が2023年12月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているもの

の、当社として2024年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況に

は含めておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

三井住友信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内一

丁目４番１号
160,000 0.28

三井住友トラスト・アセット

マネジメント株式会社

東京都港区芝公園一丁目

１番１号
1,495,600 2.65

日興アセットマネジメント株

式会社

東京都港区赤坂九丁目７

番１号
1,105,700 1.96

計 － 2,761,300 4.89
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３．2023年４月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、エフエムアール

エルエルシ―（FMR LLC）が2023年４月14日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、

当社として2024年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含

めておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

エフエムアール　エルエル

シー（FMR LLC）

米国　02210　マサチュー

セッツ州ボストン、サ

マー・ストリート245

5,147,045 9.12

 

(6) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 54,400 － 単元株式数 100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 56,342,100 563,421 同上

単元未満株式 普通株式 23,500 － 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  56,420,000 － －

総株主の議決権  － 563,421 －

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」の欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個が含まれております。

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

因幡電機産業株式

会社

大阪市西区立売堀

四丁目11番14号
54,400 － 54,400 0.09

計 － 54,400 － 54,400 0.09

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当中間会計期間において役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則

第１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 57,495 53,277

受取手形、売掛金及び契約資産 ※ 73,995 62,939

電子記録債権 ※ 35,881 32,701

有価証券 12,000 15,499

商品及び製品 20,711 24,231

仕掛品 420 410

原材料及び貯蔵品 3,257 2,993

その他 1,800 1,886

貸倒引当金 △2 △1

流動資産合計 205,561 193,939

固定資産   

有形固定資産   

土地 14,090 14,094

その他（純額） 7,584 7,427

有形固定資産合計 21,674 21,522

無形固定資産 1,446 2,003

投資その他の資産   

投資有価証券 19,645 20,569

その他 14,484 16,529

貸倒引当金 △1 △0

投資その他の資産合計 34,128 37,098

固定資産合計 57,249 60,623

資産合計 262,811 254,563
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部   

流動負債   

電子記録債務 6,383 6,201

買掛金 70,846 61,408

短期借入金 413 436

未払法人税等 5,192 3,316

賞与引当金 6,151 3,794

役員賞与引当金 134 95

その他 5,394 4,633

流動負債合計 94,515 79,885

固定負債   

退職給付に係る負債 51 55

その他 5,974 6,804

固定負債合計 6,025 6,860

負債合計 100,541 86,746

純資産の部   

株主資本   

資本金 13,962 13,964

資本剰余金 14,171 14,172

利益剰余金 126,868 131,234

自己株式 △1,411 △174

株主資本合計 153,590 159,197

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 7,260 7,248

繰延ヘッジ損益 △0 △1

為替換算調整勘定 736 717

その他の包括利益累計額合計 7,996 7,964

新株予約権 683 655

純資産合計 162,269 167,817

負債純資産合計 262,811 254,563
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

売上高 158,787 179,729

売上原価 131,596 148,394

売上総利益 27,190 31,335

販売費及び一般管理費 ※ 17,391 ※ 19,509

営業利益 9,799 11,826

営業外収益   

受取利息 34 57

受取配当金 431 514

為替差益 336 －

その他 140 194

営業外収益合計 942 766

営業外費用   

支払利息 8 10

為替差損 － 110

保険解約損 28 33

その他 25 20

営業外費用合計 62 174

経常利益 10,679 12,417

特別利益   

固定資産売却益 6 1

投資有価証券売却益 288 －

特別利益合計 294 1

特別損失   

減損損失 － 173

固定資産除却損 4 1

固定資産売却損 0 －

特別損失合計 4 175

税金等調整前中間純利益 10,969 12,243

法人税、住民税及び事業税 2,692 3,061

法人税等調整額 792 743

法人税等合計 3,485 3,804

中間純利益 7,484 8,438

親会社株主に帰属する中間純利益 7,484 8,438

 

EDINET提出書類

因幡電機産業株式会社(E02761)

半期報告書

11/22



【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

中間純利益 7,484 8,438

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,211 △12

繰延ヘッジ損益 5 △1

為替換算調整勘定 207 △18

その他の包括利益合計 1,423 △32

中間包括利益 8,908 8,405
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 10,969 12,243

減価償却費 925 819

減損損失 － 173

賞与引当金の増減額（△は減少） △2,404 △2,356

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △44 △39

受取利息及び受取配当金 △465 △571

支払利息 8 10

投資有価証券売却損益（△は益） △288 －

売上債権の増減額（△は増加） 10,200 14,234

棚卸資産の増減額（△は増加） △2,902 △3,305

仕入債務の増減額（△は減少） △12,255 △9,622

未払消費税等の増減額（△は減少） 129 △970

預り保証金の増減額（△は減少） 61 41

その他の資産・負債の増減額 1,496 222

その他 △1 151

小計 5,430 11,031

利息及び配当金の受取額 471 568

利息の支払額 △15 △10

法人税等の支払額 △2,435 △4,888

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,450 6,699

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △6,000 △11,000

定期預金の払戻による収入 13,000 8,000

有形固定資産の取得による支出 △736 △573

有形固定資産の売却による収入 6 1

無形固定資産の取得による支出 △260 △763

投資有価証券の取得による支出 △5 △1,445

投資有価証券の売却による収入 370 －

その他 △25 △118

投資活動によるキャッシュ・フロー 6,349 △5,899

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △0 △0

ストックオプションの行使による収入 941 887

配当金の支払額 △3,893 △3,915

その他 △12 △12

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,963 △3,041

現金及び現金同等物に係る換算差額 115 22

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,952 △2,218

現金及び現金同等物の期首残高 53,882 61,495

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 60,834 ※ 59,277

 

EDINET提出書類

因幡電機産業株式会社(E02761)

半期報告書

13/22



【注記事項】

（会計方針の変更）

　　　　（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　　　　　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改

　　　　正会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

　　　　　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

　　　　３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

　　　　第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取

　　　　扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

　　　　　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

　　　　における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用

　　　　しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及

　　　　適用後の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。連結会社間における子会社株式等の売却に伴い

　　　　生じた売却損益を税務上繰り延べる場合に係る税効果の取扱いについて、当該子会社株式等を売却した企業の財

　　　　務諸表において、当該売却損益に係る一時差異に対して繰延税金資産又は繰延税金負債が計上されているとき

　　　　は、従来、連結決算手続上、当該一時差異に係る繰延税金資産又は繰延税金負債の額は修正しないこととしてお

　　　　りましたが、当該一時差異に係る繰延税金資産又は繰延税金負債を取り崩すこととしました。この結果、遡及適

　　　　用を行う前と比べて、前連結会計年度末の連結貸借対照表においては、投資その他の資産のその他が54百万円増

　　　　加し、固定負債のその他が48百万円減少しております。また、前連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が

　　　　反映されたことにより、利益剰余金は102百万円増加しております。

 

（中間連結貸借対照表関係）

※ 中間連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決

　済処理しております。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形及び電子記録債権

が、前連結会計年度末残高に含まれております。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

受取手形 802 －

電子記録債権 1,973 －
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（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

  （単位：百万円）

 
　前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

　　至　2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

　　至　2024年９月30日）

報酬及び給料手当 5,095 5,529

賞与引当金繰入額 2,818 3,451

運賃及び荷造費 2,002 2,317

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

（単位：百万円）

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

現金及び預金勘定 54,834 53,277

有価証券勘定に含まれる合同運用指定

金銭信託
12,000 15,000

預入期間が３か月を超える定期預金 △6,000 △9,000

現金及び現金同等物 60,834 59,277
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（株主資本等関係）

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月23日

定時株主総会
普通株式 3,897 70 2023年３月31日 2023年６月26日 利益剰余金

（注）　１株当たり配当額には、特別配当20円が含まれております。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

 もの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2023年10月30日

取締役会
普通株式 3,364 60 2023年９月30日 2023年12月１日 利益剰余金

 

 

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月21日

定時株主総会
普通株式 3,918 70 2024年３月31日 2024年６月24日 利益剰余金

（注）　１株当たり配当額には、特別配当10円が含まれております。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

 もの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2024年10月31日

取締役会
普通株式 3,381 60 2024年９月30日 2024年12月２日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結損益
計算書計上額
（注）２ 電設資材事業 産業機器事業 自社製品事業 合計

売上高       

外部顧客への売上高 103,822 19,311 35,653 158,787 - 158,787

セグメント間の内部売上高
又は振替高

948 605 2,164 3,718 △3,718 -

計 104,770 19,916 37,818 162,505 △3,718 158,787

セグメント利益 4,133 1,057 7,075 12,266 △1,296 10,969

　（注）１．セグメント利益の調整額△1,296百万円には、セグメント間取引消去52百万円、報告セグメントに配分し

　　　　　　ていない全社損益△1,305百万円及びその他の調整額△43百万円が含まれております。全社損益は、主に

　　　　　　報告セグメントに帰属しない売上原価、一般管理費、営業外損益及び特別損益であります。

　　　　２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の税金等調整前中間純利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結損益
計算書計上額
（注）２ 電設資材事業 産業機器事業 自社製品事業 合計

売上高       

外部顧客への売上高 118,705 18,018 43,005 179,729 - 179,729

セグメント間の内部売上高
又は振替高

1,071 334 2,481 3,888 △3,888 -

計 119,776 18,353 45,486 183,617 △3,888 179,729

セグメント利益 5,646 829 8,272 14,748 △2,505 12,243

　（注）１．セグメント利益の調整額△2,505百万円には、セグメント間取引消去43百万円、報告セグメントに配分し

　　　　　　ていない全社損益△2,381百万円及びその他の調整額△166百万円が含まれております。全社損益は、主に

　　　　　　報告セグメントに帰属しない売上原価、一般管理費、営業外損益であります。

　　　　２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の税金等調整前中間純利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

　「自社製品事業」セグメントにおいて、売却予定資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額しており

ます。なお、当該減損損失の計上額は、当中間連結会計期間において173百万円であります。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　前中間連結会計期間（自 2023年４月１日 至 2023年９月30日）

（単位：百万円）

 
報告セグメント

合計
電設資材事業 産業機器事業 自社製品事業

顧客への出荷時に認識する収益 66,699 19,036 35,653 121,389

顧客による検収時に認識する収益 37,122 274 － 37,397

顧客との契約から生じる収益 103,822 19,311 35,653 158,787

外部顧客への売上高 103,822 19,311 35,653 158,787

 

　　当中間連結会計期間（自 2024年４月１日 至 2024年９月30日）

（単位：百万円）

 
報告セグメント

合計
電設資材事業 産業機器事業 自社製品事業

顧客への出荷時に認識する収益 77,013 17,666 43,005 137,685

顧客による検収時に認識する収益 41,691 352 － 42,043

顧客との契約から生じる収益 118,705 18,018 43,005 179,729

外部顧客への売上高 118,705 18,018 43,005 179,729

 

（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

(1）１株当たり中間純利益 134.01円 150.29円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
7,484 8,438

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益（百万円）
7,484 8,438

普通株式の期中平均株式数（千株） 55,848 56,148

(2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 132.71円 148.30円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 545 752

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、

前連結会計年度末から重要な変動があったものの概

要

―――――― ――――――

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

2024年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

 (イ）配当金の総額………………………………………3,381百万円

 (ロ）１株当たりの金額…………………………………60円

 (ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2024年12月２日

（注） 2024年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

  2024年11月13日

因幡電機産業株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ 

 大阪事務所  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤川　賢

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 片岡　洋貴

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている因幡電機産業株

式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30

日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中

間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、因幡電機産業株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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